
■実施方針に関する質問に対する回答（名古屋市営東芳野荘整備事業）

ページ

1 用語の定義 用地活用企業
「PFI 事業者のうち、活用用地において自らの事業として民間施設等の整備・管理・運営
を行う企業をいう。」とありますが、業務の一部を外部委託することは可能でしょうか。

可能です。ただし、用地活用業務における提案内容の評価については、企画力だけでなく
活用計画の確実性（事業の確実性や継続性だけではなく、長期的に提案事業を実施できる
信用力）も評価対象に含める予定ですので、事業の確実性や継続性についてどのように担
保されるのか提案時に併せてお示しください。

2 4 (7) PFI事業者の収入及び負担
ウ「PFI事業者は、自ら提案した活用用地の価格に地価の変更に基づき補正した価格を市へ
支払う」とあるが、具体的な算定式が決まっておればご教示ください。

具体的な算定方法につきましては、入札公告時に公表します入札説明書等の資料においてお示し
します。

3 4 (9) 事業実施スケジュール（予定）
令和8年12月に「活用地の売買（又は定期借地権設定）契約締結」とあるが、借地の場合、
地上権を設定することは可能でしょうか？

地上権の設定は、不可とします。

4 4 (9) 事業実施スケジュール（予定）
活用用地売買（又は定期借地権設定）契約締結が令和8年12 月となっていますが、用地活
用の開始時期は、売買契約締結後直ちに着手することができると理解して宜しいでしょう
か。

お見込みのとおりです。

5 8 (2)
入札参加者の資格要件
（①設計企業）

「延床面積6,000 ㎡以上の鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の共同住宅そ
の他これに類するホテル、病院、寄宿舎又は老人ホーム等の建築物（ 以下「共同住宅等」
という。） の建築工事（ 改修工事を除く。） に係る設計を行った実績を有しているこ
と。」とありますが、同一敷地内、同一用途での複数棟は、その延べ面積の合計を認めて
いただけますか。

6 9 (2)
入札参加者の資格要件
（③工事監理企業）

「延床面積6,000 ㎡以上の鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の共同住宅等
の建築工事（ 改修工事を除く。） に係る工事監理を行った実績を有していること。」と
ありますが、同一敷地内、同一用途での複数棟は、その延べ面積の合計を認めていただけ
ますか。

7 8 (2)
入札参加者の資格要件
（①設計企業）

「設計企業と直接的かつ恒常的に雇用関係（ 開札日以前に3ヶ月以上の雇用関係。以下同
じ。）があり、かつ上記ウの実績に係る業務に従事した一級建築士である管理技術者（ 設
計業務の技術上の管理等を行う者をいう。） を本業務に配置できること。」とあります
が、当該業務に従事した一級建築士であれば、従事した立場に関わらず、本業務の管理技
術者に配置できるものと理解して宜しいでしょうか。

8 10 (2)
入札参加者の資格要件
（③工事監理企業）

「エ：工事監理企業と直接的かつ恒常的に雇用関係があり、かつ上記ウの実績に係る業務
に従事した工事監理者を本業務に配置することができること。」「オ：工事監理企業と直
接的かつ恒常的に雇用関係があり、かつ、一級建築士である管理技術者（ 工事監理業務の
技術上の管理等を行う者をいう。） を配置できること（ 工事監理者との兼務は可とす
る。）。」とありますが、当該業務に従事した一級建築士であれば、従事した立場に関わ
らず、本業務の管理技術者に配置できるものと理解して宜しいでしょうか。

9 12 3 審査及び選定に関する事項
「市は、入札価格及び活用用地の取得又は借地の価格による「定量的事項」の審査を行
う」とありますが、活用用地取得費用の参考価格（㎡単価）について、４月に公表される
入札説明書において示されるものと理解して宜しいでしょうか。

お見込みのとおりです。

10 別紙-3
敷地南東角に隣地の建物が越境しているように見えますが、その取扱いについてご教授く
ださい。

新築住宅等整備用地の敷地南東角に位置する隣地の越境建物については、現在、市（住宅
都市局住宅管理課）が隣地の地権者と別途調整中ですが、当該箇所につきましては、新築
住宅等の整備自体には支障がないものと認識しております。

お見込みのとおりです。
ただし、提案内容の評価事項として「配置予定技術者の能力に関する事項」を予定してお
り、配置予定の管理技術者が過去にどのような業務にどのような立場で従事したのかを提
案時にお示しいただくことになりますのでご留意ください。

一棟の建築物において延床面積6,000 ㎡以上を対象とします。
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■要求水準書【市営住宅等整備業務及び用地活用業務（付帯事業）編】（案）に関する質問に対する回答（名古屋市営東芳野荘整備事業）

ページ

1 5 (1)
事業用地の概要

（緑化地域制度に基づく緑化
率）

緑化率について、緑化地域制度15％＋上乗せ5％とのことですが、土地利用計画図にある新
築住宅等整備用地の南東角の法面について、審査機関と協議の上、緑地として取り扱うこ
とも可能でしょうか。

可能です。
なお、緑化率の上乗せ分5%につきましては、公共施設整備を伴う新築住宅等整備用地にの
み適用されるものであり、活用用地については15%（上乗せ分なし）となりますのでご留意
ください。

2 3 1 事業統括者の専任
当初専任した事業統括者を途中で変更する場合は相当な事由（退職等）が必要になります
でしょうか。事業期間が長い為、柔軟にご対応頂けるのでしょうか。

事業統括者は、本事業全体を統括するとともに、報告、通知、協議など市との総合的な窓
口となる重要な立場であると認識しておりますので、変更は想定しておりません。ただ
し、相当な事由がある場合については、別途市と協議することとします。

3
別紙等に記載のある資料のうち、公表されていない資料（地盤調査報告書、アスベスト含
有資材調査報告書など）について、早期に公表可能なものがございましたら、公表いただ
けると助かります。

4
要求水準書の添付資料4～9については公表される予定ですか。公表される予定であればい
つごろ目途とされておられますか。

別紙等
実施方針等公表時に公表しておりませんでした要求水準書(案)における添付資料4～9につ
きましては、本回答とあわせて令和6年1月26日に名古屋市公式ウェブサイトにて公表いた
しました。
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■要求水準書【入居者移転支援業務編】（案）に関する質問に対する回答（名古屋市営東芳野荘整備事業）

ページ

1 2 1 仮移転説明会の補助業務
仮移転説明会の実施時期は、仮移転の移転期限の概ね8 か月前とのことから、令和７年１
月頃となると思いますが、その際の移転先住戸は現時点で何戸程度の確保を予定されてい
ますか。

既存住宅に入居しておられる39世帯が移転できるだけの住戸（40戸程度以上）は、十分に
確保できる予定です。

2
2

(7)
第2
第4

仮移転支援業務
（戻り移転支援業務）

仮移転および戻り業務において、配布方法は原則として玄関ポストへの投函となっていま
すが、郵送等の対応の場合、費用負担者はどちらになりますか。また、郵送等による方法
が了承される条件、例えば訪問距離が何km以上である等の規約がございましたらご教示願
います。

郵送等に係る費用については、PFI事業者側の負担とします。なお、郵送等で対応するか否
かの条件は特に定めておりませんが、期日等の関係で郵送等では間に合わない場合につい
ては、玄関ポストへ直接投函してください。

3 2 2
仮移転申込受付・抽選業務及
び入居者決定事務の補助業務

入居者の様々な都合ですぐに結論が出ない方もいらっしゃると思料しますが、また東芳野
荘に戻りたいとの「戻り移転」の意思決定が令和7年5月（予定）の期日までに決められな
かった場合、期日を過ぎても相談に乗っていただけることは可能なのでしょうか。それと
もルールとして期日で締め切りとされるのでしょうか。

仮移転に限らず、令和7年5月（予定）の期日までに移転申込書の提出によって意思決定し
ていただく必要があります。入居者の事情によりどうしても申込書の回収が困難な場合
は、市へ報告してください。なお、仮移転後は、仮移転先にそのまま住み続けることや、
別の市営住宅へ希望本移転をすることも可能なため、入居者の事情に応じた対応をお願い
します。

4 4 5
仮移転対象世帯に対する入居

説明会の実施業務

移転料の支払いですが、名古屋市またはPFI事業者、本契約上どちらの負担で実施されるの
でしょうか。なお、いずれにしましても最小限の移転料で収まるよう努力させていただく
所存ですが、名古屋市のご負担であった場合、上限金額の設定等条件がございましたらご
教示願います。

5
別紙
7-1

移転承諾書（一部前金払）
仮移転先の市営住宅から戻り移転又は希望本移転するときの移転料は、合計金額22万円の
記載がございますが、初回移転時は35万円に対して、22万円（13万円減額）にて移転をお
願いすることとなるのでしょうか。

6
別紙
7-2

移転承諾書（全部前金払）
仮移転先の市営住宅から戻り移転又は希望本移転するときの移転料は、合計金額22万円の
記載がございますが、初回移転時は35万円に対して、22万円（13万円減額）にて移転をお
願いすることとなるのでしょうか。

7
別紙
7-3

移転承諾書（全部後払い）
仮移転先に民間賃貸住宅を選ぶ場合の移転料は、金額欄が空欄となっておりますが、ケー
スバイケースの応相談との認識でよろしいでしょうか。また規約で上限金額等の条件がご
ざいましたらご教示願います。

8 6 8 仮移転完了確認業務
令和7年9月末（予定期日）までに入居者を移転、または残材撤去させられなかった場合
は、市が引き継ぐことになるとのことですが、そうなってしまった場合、PFI事業者に対し
て違約金等のペナルティはございますか。

PFI事業者の責めに帰すべき事由がない限りは、違約金等の発生はないものと考えておりま
す。

9 13 3 引越し業者、片付け業者の紹介
引越し業者、片付け業者を使用した際の費用負担は、名古屋市またはPFI事業者のどちらに
なりますか。また、引越し業者等、名古屋市からの指定業者を複数業者の中に入れなけれ
ばならないということはございますか。

各入居者が、市から支払う移転料を元に引越し業者や片付け業者に直接支払うことになり
ます。また、PFI事業者があっせんする引越し業者等を市が指定することはございません
が、引越し業者等をあっせんする際には、複数社紹介するなど入居者に寄り添ったきめ細
やかな対応をお願いします。

10 13 4 民間賃貸住宅のあっせん

本事業の仮移転対象世帯に必要な仮住居は、近隣の市営住宅において十分な数を確保する
予定であるが、仮移転対象世帯の事情により、やむを得ず民間賃貸住宅のあっせんが必要
となった場合には、PFI 事業者は、希望条件（物件の所在地、間取り、家賃等）を聞き取
り、市の認定のうえ、条件に合致する民間賃貸住宅をあっせんする。とありますが、移転
先エリアに指定はありますか。（市内や北・西・東区のみなど）

移転先のエリアを指定するつもりはございませんが、基本的には名古屋市内を想定してい
ます。そのうえで、仮移転対象世帯のおかれた事情やニーズを鑑み、適切な物件をあっせ
んしてくださいますようお願いします。

11 13 4 民間賃貸住宅のあっせん
やむなく民間賃貸住宅をあっせんした場合、賃貸物件の賃料等の上限や敷金、礼金、また
償却はＮＧといった名古屋市が設定されている契約条件等の制限をご教示ください。

市の指定する市営住宅への仮移転が困難、またはやむを得ない事情がある場合、入居者は
市の認定を経て、民間賃貸住宅等へ仮移転することができます。
市が入居を認めた仮移転期間について、市が一定限度まで家賃等を補償します（補償内容
は、下表を参照）。

12 13 4 民間賃貸住宅のあっせん
移転先受入れが可能な市営住宅の情報開示をお願いします。
また、入居者の都合により該当物件がない場合、民間以外で部屋探しが必要な場合、県営
住宅やUR賃貸住宅等の紹介斡旋は、名古屋市を通じて連携されているのでしょうか。

現時点では、名古屋市営前浪荘（東区）及び名古屋市営宮ノ腰荘（千種区）などを予定し
ております。また、その他の市営住宅も仮移転先として検討中です。なお、名古屋市を通
じた県営住宅やUR賃貸住宅等の紹介斡旋は想定しておりません。

13
別紙
13

依頼書
口座振替依頼書には、家賃・駐車場使用料の記載がございますが、その他、市営団地の入
居者が、その口座振替登録をすることで、その他（水道料等）合算して引き落とされてい
る項目がございましたらご教示願います。

本依頼書により合算して引き落とされるものはございません。
（電気料金や水道料等につきましては、各入居者が個別に事業者と契約することになりま
す。）

移転料につきましては、市から下記の金額（定額）を直接入居者へ支払います。
【現住宅からの移転】

【仮移転先住宅からの移転】・・仮移転期間中の移転に限り、上記金額に加えて支払う
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